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自 2021年 1月 1日 

至 2021年12月31日 



貸 借 対 照 表 
（2021年 12月 31日現在） 

（単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科   目 金   額 科   目 金   額 

【 流 動 資 産 】 【1,699,885】 【 流 動 負 債 】 【1,108,545】 

現金及び預金 752,827  買掛金 353,579  

受取手形及び売掛金 703,114  リース債務 22,121  

商品及び製品 34,754  未払金 213,511  

仕掛品 27,635  未払費用 58,114  

原材料及び貯蔵品 4,249  未払法人税等 3,121  

立替金 93,656  前受金 164,562  

前渡金 27,473  預り金 206,965  

前払費用 23,799  賞与引当金 75,997  

その他 32,443  その他 10,572  

貸倒引当金 △70    

      

【 固 定 資 産 】 【2,012,939】 【 固 定 負 債 】 【1,345,336】  

(有形固定資産) (1,673,692)  関係会社長期借入金 944,000  

建物 390,934  リース負債 27,470  

構築物 41,549  退職給付引当金 272,046  

機械装置及び運搬具 378,724  資産除去債務 101,639  

工具器具及び備品 18,937  その他 180  

土地 792,290    

リース資産 42,860   負 債 合 計 2,453,882  

建設仮勘定 8,394  純 資 産 の 部 

(無形固定資産) (25,900)  【 株 主 資 本 】 【1,258,942】 

ソフトウェア 14,033  （資本金） (100,000)  

リース資産 6,307  （資本剰余金） (975,122)  

その他 5,559  資本準備金 4,550  

(投資その他の資産) (313,346)  その他資本剰余金 970,572  

関係会社株式 62,197  （利益剰余金） (183,820)  

差入保証金 129,159  利益準備金 20,450  

繰延税金資産  115,214  その他利益剰余金 163,370  

その他  6,776  繰越利益剰余金 163,370  

  (うち当期純利益) （479,431） 

  純 資 産 合 計 1,258,942  

資 産 合 計 3,712,824  負債純資産合計 3,712,824  

 



［個別注記表］ 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券の評価基準及び評価方法 

         子会社株式及び関連会社株式 ・・・・・移動平均法による原価法によっております。 

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・・・・・移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）によっております。 

 

2．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産・・・・・定率法によっております。 

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。なお、

主な耐用年数は建物及び構築物５年～50年であります。  

(2)無形固定資産・・・・・定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づいております。 

(3)リース資産・・・・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

3．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金・・・・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(2)賞与引当金・・・・・・従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額に基づく当事業年度負担額を計上してお

ります。 

(3)退職給付引当金・・・・従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計

上しております。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を基礎とした額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま

す。 

 

4．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理しております。 

(2)消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

 


